
労働者は都合のいい部品ですか？（弁護士　伊須　慎一郎）
弁護士　伊須　慎一郎

　トヨタ、ニッサン、ホンダ、マツダ、スズキ、いすゞら日本の名だたる自動車メーカーによる大量解雇事件が続発しています。理由は簡
単。景気の落ち込みにより減産態勢に入るので、自動車部品を切り捨てるのと同じように、非正規労働者（派遣社員、期間工）を切るので
す。

　景気の動向に合わせて人員を調整すること から、非正規労働者は企業の「調整弁」「安全弁」と言われています。広辞苑で調べてみると
「弁」とは「ｖａｌｖｅ」＝「気体または液体の出入調節をつかさ  どる器具の総称」とされています。大企業にとって非正規労働者は自
由に取り外しの効く器具と同じなのかと愕然とします。

　実際、自動車メーカーは下方修正したものの経常利益を上げており、莫大な利益を内部留保しています。株主配当が増えた企業もありま
す。しかし、労働者の息の根を完全に止める大量解雇を行いました。いつ首を切られるか分からない労働者・家族は安心して暮らすことが
困難です。

　安定した職場を確保するためには、大量解雇の原因である派遣法を、労働者保護法に生まれ変わらせないといけません。ところが、昨年
提出された政府の派遣法改正案はさらに規制緩和を許す酷い内容です。

　政府の「名ばかり」改正  案が通常国会で可決されないよう注目しましょう。そして、みんなの声を結集し、労働者が安心して暮らすこ
とができる社会を作りましょう。ｙｅｓ、ｗｅ　 ｃａｎ．

朝日新聞2010年8月30日夕刊掲載「働く人の法律相談」－
酒気帯び運転したら懲戒解雇？－（弁護士　佐渡島　啓）
弁護士　佐渡島　啓

処分が妥当か、職責・勤務態度などで判断
　酒気帯び運転で警察に捕まってしまった場合、職場での懲戒解雇を覚悟しなければならないのでしょうか。

　懲戒解雇が有効であるためには、処分の相当性が必要とされています。つまり、懲戒理由と釣り合うような処分内容になること。軽微な
理由なのに、処分では通常最も重い懲戒解雇というケースは、相当性がなく無効となります。
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　酒気帯び運転については、悲惨な人身事故につながる危険性が高いこともあって、社会的には厳しい目で見られていることは間違いない
でしょう。飲酒の上に運転をして、人身事故を引き起こした場合には、裁判例でも多くの懲戒解雇が有効とされています。

　しかし、人身事故にまでは至らなかった場合には、その労働者の地位や職責、それまでの処分歴や勤務態度、前科前歴、酒気帯び運転を
した事情などを勘案して、判断されることになるでしょう。

　例えば、処分歴や前科前歴が38年間なかった地方公務員（課長）が、休日に知人に勧められてビール中ジョッキ1杯、日本酒1合を飲
酒し、呼気検査において道交法で処罰される最下限のアルコール量が検出されたという事案がありました。管理職にあったものの、懲戒免
職にした市長の処分が重すぎるとして、裁判所はこれを取り消しました。

　一方で、大手貨物運送会社のドライバーが、業務終了後に350㍉リットルの缶ビール2本を飲んで自家用車を運転したという事案があ
りました。その職務内容や会社の業務内容からみて、事故につながりやすい飲酒・酒気帯び運転などの違反行為には厳正に対処すべき面が
あり、懲戒解雇は有効とされました。

　ただし、懲戒解雇されたからといって、一律に退職金が全額不支給となるわけではありません。退職金は、それまでの会社に対する功労
報償的な性格と、賃金の後払い的な性格を併せ持つといわれています。退職金が不支給になるのは、長年の勤続の功労を全く失わせる程度
の著しい背信的な事由がある場合に限るとされます。前述のドライバーの件では、過去に懲戒歴がないことや事故までは起こしていないこ
となどから、本来もらえる退職金の3分の1に減額されましたが、支給は認められました。

朝日新聞2011年1月24日夕刊掲載「働く人の法律相談」－
職場内でいじめを受けたら？－（弁護士　佐渡島　啓）
弁護士　佐渡島　啓

相手の行動　メモ、録音で証拠集めを
　職場で特定の人に対して恫喝(どうかつ)する、無視する、いやがらせをするなどといった「職場のいじめ」が、最近増えているようで
す。不況下での経費や人員の削減で、職場の余裕が失われたことが影響しているのではないかとの指摘もあります。

　もし、職場でそんないじめにあったら、どう対処したらいいのでしょうか。

　まず問題となるのは、いじめが上司や同僚の個人的感情や利害によって行われているのか、経営側が人員削減などを狙って意識的に行っ
ているのかということです。個人的感情によるのならば、いじめに関与していない上司や同僚に相談したり、社内の相談窓口や労働組合を
利用することなどが考えられます。
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　それでも解決できなかったり、そもそも経営側が意識的に行っていたりした場合は、社外での解決を検討することになりますが，例えば，
労働局のあっせん制度を利用して，話し合いでの解決を求めることもできます。１人でも加入できるユニオンや弁護士など専門家のアドバ
イスを受けるのもいいでしょう。

　ひどいいじめを受けた場合は、労働審判や訴訟により、精神的苦痛に対する慰謝料などの損害賠償を会社に請求することもできます。会
社は職場の安全と社員の健康に配慮する義務（安全配慮義務）があるからです。いじめた本人を被告として不法行為責任を追及する損害賠
償請求訴訟を行うことも可能です。

　そのためには、いじめを受けた証拠を示さなければなりません。つらい毎日でしょうが、いじめにかかわる人の言葉や態度について，そ
の日時や場所も含めて具体的にメモをとっておくことをお勧めします。ＩＣレコーダーなどで録音しておくのもいいでしょう。もし暴力を
受けたら、医療機関で診断書をもらったり傷跡の写真を撮っておいたりすることも大切です。

　精神的に追いつめられてうつ病など精神疾患を発症するケースも少なくありません。そんな場合は、医療機関を受診した際のカルテの記
載が証拠となることもあります。上司によるひどい叱責(しっせき)などにより精神疾患になった場合は、労災と認められることもありま
す。

「日本はひとつ」？？？の真っ赤な嘘（弁護士　伊須　慎一郎）
弁護士　伊須　慎一郎

　２０１１年３月１１日の東日本大震災は２万人を大幅に超える死者・行方不明者を出しました。地震と津波により破壊された東京電力・
福島第１原発は冷温停止の安定的状態に至る目処すら立っていません。将来的な放射線による健康被害のおそれが日増しに強くなり、子ど
もが危険にさらされ続けるなか、原発で働く労働者は原発を安定化させるため高線量の放射線を浴びながら懸命に働いています。それなの
に原発を維持しようとする財界は何を考えているのでしょうか？

　日本経済団体連合会は、厚生労働省に対し、「東日本大震災にかかる規制改革要望」として、雇用問題に関して次のような要望を行って
います。

　①偽装請負の適法化（これは、かつてキヤノンの御手洗日本経団連元会長が偽装請負をねじ曲げて適法化しようとして批判されましたが、
懲りることなくまた繰り返しています）

　②派遣を禁止された建設業務への派遣の解禁（被災地の家屋の解体や撤去作業は建物の建築を目的としていないから禁止された建設業務
に該当しないと身勝手な解釈をしていますが、被災者の方の中には建物の再築を望まれている方もいるでしょうし、そもそも建設工事への
派遣が使用者の派遣労働者に対する安全管理を蔑ろにするリスクを全く考えていません）
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　③「被災地のみならずオールジャパンで一体となって復興を実現するためには派遣労働者の就業機会を拡大させるべきで」あるとして、
「労働者派遣法における専門２６業務に関する弾力的運用」せよと違法な業務偽装を見逃すように求めています。まだまだ労働者を安く使
い捨てにする企みが満載されています。安くて使い捨ての仕事があるだけでもありがたく思えという傲慢な考えが剥き出しです。

　日本経団連さん、「日本はひとつ」と美辞麗句のもと、新たな労働者搾取を行うことを即刻やめてください。

未来が見える社会を（弁護士　梶山　敏雄）
弁護士　梶山　敏雄

　「たらたら飲んで、食べて、何もしない人の分の金（医療費）を何で私が払うんだ」。そう言われても仕方のない生活をしているかもし
れないが、少なくとも「アホー太郎」さん、貴方からは言われたくないよ。　今年の上場企業の倒産が３１社を超え、その影でどれだけの
中小・零細企業で働く人が泣いているか。非正規雇用労働者の首切りは来春までで３万人。正規労働者の容赦ない解雇も始まり、就職内定
者の採用取り消しも激増。

　１００年に１度と言われる未曾有（ミゾユー）の経済不況の中で、高齢者医療・年金問題・雇用問題などなど国民が全く将来の生活に展
望を見いだせないでいるのに、国民から支持されない「定額給付金」という名の現金をバラまいて、自分たちへの票を買収することしか考
えていない。

　天下り官僚の放置、憲法違反幕僚長への高額退職金の交付など、一向に改まらない税金の無駄遣い。

　こんな世の中にしてしまった平蔵さんは依然としてテレビでシャアシャアと経済評論し、元首相は「自民党をぶっ壊す」と言いながら自
分の息子だけはしっかりと議員世襲させている。

　居酒屋で学生と飲んで見せたけど、相手は自民党学生部の学生達。スーパーに立ち寄った後でも毎晩通っている高級ホテルで一杯。

　二言目には「俺にはカネがある」と自慢をする首相では「庶民」の苦しみなど判るはずもないでしょう。

　頑張れば未来が見える社会を作りたいものです。
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武富士被害対策埼玉弁護団（弁護士　月岡　朗）
弁護士　月岡　朗

　消費者金融大手の武富士が昨年９月に経営破綻したことをご存じでしょうか。

　武富士の経営破綻を受け，去る６月３０日に武富士の創業者武井一族の責任を追及する裁判を提訴しました。

　この裁判は，武富士の経営破綻により，これまで利息制限法の上限を超えて払わされてきた過払い金の返還を受けれなくなった被害者が、
過払い金により作られた資産を持つ武富士創業者一族に対して，損害を賠償するよう請求する裁判です。

　お金を払いすぎたときに，お金を返してもらうことができます。相手が払いすぎと知っていたなら，なおさらです。

　今回の武富士は払いすぎと知りながら，さらに法律上許されない利息を取り立て続け，被害者にお金を払いさせ続けさせてきました。そ
れにもかかわらず，会社の経営を立て直すために，払いすぎていたお金は２％程度しか被害者に返ってこないことになります。その一方で，
被害者の払いすぎたお金により武富士一族は日本でも有数の資産家です。

　ある被害者の方は，「自宅を売ってまで，武富士にお金を取立られたのに，払いすぎだったと言われて，今度はお金はあるのに払いすぎ
の分も返さないなんて本当に悔しいです」と言いました。払い過ぎのお金の取立のために不安や恐怖を感じた方もたくさんいます。あんま
りではないでしょうか。

　裁判の当事者は，日本全国で約９００人，埼玉県だけでも２２０人を超え，今も裁判をしたいという連絡をいただいております。武富士
にお金を払いすぎていたという方のご連絡お待ちしております。

新たな司法制度を支えるために（弁護士　宮澤　洋夫）
弁護士　宮澤　洋夫

　旧暦一日から事件の被害者・遺族が刑事裁判で直接被告人に質問したり、検察官の求刑に意見を述べたりできる被害者参加制度が発足し
た。

　今年五月二一日からは国民が司法に参加する裁判員制度が発足する。この制度に被害者・遺族が加わるケースも多くなることが予測され
る。

　官僚裁判官による〝誤判〟をなくすため、国民が裁判に参加する〝陪審〟の復活が要請されたが、我が国の実状に合うものとして〝参審〟
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の裁判員制度が採用されたものである。

　被害者・遺族の訴えが反映され、米国の陪審映画「十二人の怒れる男」のような審理が行われ、司法の民主化と公正な裁判に資せられる
ことを期待している。

　司法を支える裁判官、検察官、弁護士は法曹三者と称されている。これらは司法修習を経て選択されているが、日弁連は従来、弁護士と
して社会経験を経てから裁判官、検察官となる法曹一元の制度を提唱して来た。

　ところが、法曹の飛躍的増員の要請に応える方策として、毎年三〇〇〇人の要請を目途に〝法科大学院〟を設立し、これを修了して司法
試験に合格後、短縮された司法修習を経て、それぞれに進むこととした。法科大学院を基点としたため、法曹一元制度は採用されなかった。

　ところが今年度法科大学院修了者の司法試験の受験者六二六一人、合格者二〇六五人、合格率三三％、受験制限（修了後五年以内に三回）
により、一七二人が受験資格を喪失している。司法改革の第一歩は失敗した状況である。

　新たな社会の要請に応える司法の健全方策の早急な検討が要請されている。

原爆症の裁判（弁護士　牧野　丘）
弁護士　牧野　丘

　この春、さいたま地裁で、国を相手取った原爆症不認定決定取消訴訟が起こされました。

　原爆症とは、広島長崎に落とされた原爆の影響による症状を言います。原爆投下から60年たった今もこの症状を抱えて場合によっては
死の恐怖に苛まれ続けている人たちがいるのです。国に原爆症を認定されると一定の給付を受けることができます。

　原告の夫(被爆された方は昨年死亡され、その奥様が原告)は、広島被爆当時は近郊に疎開しており、3日後に荒れ野原と化した市内に
自身の学校を訪ねました。強い日差の中、少年は爆心地付近を歩き、喉の渇きを癒すために水を大量に飲みました。その後ほどなく、放射
能による体内被曝と思われる急性症状に見舞われ、亡くなるまで様々な症状に苦しみ続けました。にも関わらず彼は、自分が被爆者である
ことを家族にすら隠し続け、昵懇の医師には症状を見せることすらしませんでした。元々はたいへん威勢のよい方だったとのこと、被爆は、
彼の人生を間違いなく変えたのです。長年にわたる病気と死の恐怖、加えて家族に迷惑がかかると思いそれをひた隠しにする辛さ。晩年の
彼は家族で広島の原爆資料館を訪ねました。その時奥様は、建物の片隅で人目につかぬように泣き崩れている夫を発見して驚きました。

　爆弾による戦争被害も確かに残虐です。しかし、核の被害は直爆による被害だけではない、人道に対する犯罪であることを実感させてく
れます。核兵器は、やはり人類に対する挑戦だと感じざるをえません。政治的な思惑とは別に、政府にはこの事実に真正面から向き合って
もらいたいのです。
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　県内の若手の弁護士を中心にした弁護団（7名）の一員として加わっています。

労働契約法について【2008年7月31日】（弁護士　佐渡島
啓）
弁護士　佐渡島　啓

　今年３月１日より労働契約法が施行されました。この労契法とは，労働者と使用者との労働契約が合意により成立するという大原則を確
認すると共に，雇用契約の最初から最後までに生じる様々な契約上の問題について，どのようなことがあれば，どうなるのかを規定した法
律です。

　よく耳にする労働基準法は，最低限の労働条件を定め，これに反する労働契約を無効とするだけでなく，労働基準監督官の監督により使
用者を指導したり，場合によっては刑事処分まで用意している法律で，労契法とは役割を異にします。

　労契法をどのような内容の法律にしていくかについては，数年前から厚生労働省内の研究会等で活発に議論されてきました。例えば，不
当解雇であっても使用者が一定の金銭支払いをすることで復職でなく退職で解決する制度が使用者側から提案されたり，少数組合の交渉権
を奪うと危惧された労使委員会の設置が検討されたりして，労働者側と使用者側で鋭く対立する論点も多くありました。そのため，最終的
に国会で成立したのはわずか１９条，しかもその多くはこれまで積み上げられてきた判例法理を法律に引き直しただけというものにとどま
りました。

　したがって，労契法が出来たことで労働現場がこれまでと劇的に変わるということはありません。

　しかし，例えば「労働契約は，労働者及び使用者が仕事と生活の調和にも配慮しつつ締結」する（３条３項）という規定により，仕事と
生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）が労働契約の一般原則だということが確認されたり，「使用者は・・・労働者がその生命，身体
等の安全を確保しつつ労働することができるよう，必要な配慮をするものとする」（５条）として過重労働等の歯止めに生かせる明文が規
定されるなど，使用者からの理不尽な要求に対抗できる条文も盛り込まれています。

　また，有期雇用契約についても「使用者は，・・・必要以上に短い期間を定めることにより，その労働契約を反復して更新することのな
いよう配慮しなければならない」（１７条２項）とされ，短期雇用の濫用防止に使える規定が置かれました。

まだまだ不十分な部分の多い労契法ですが，最大限に活用していくと共に，今後の改正に注視していく必要があります。

https://saitamasogo.jp/archives/2119
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朝日新聞2011年6月27日夕刊掲載「働く人の法律相談」/
－再雇用「能力不足」と拒否された－（弁護士　佐渡島　啓）
弁護士　佐渡島　啓

「勤務評定下位」だけが理由なら不当
　60歳の定年を迎え、65歳までの再雇用を会社に求めたところ、拒否された。就業規則では、再雇用の条件は「通常勤務できる意欲と
能力がある者」となっている。意欲も能力もあるつもりだが、会社からは一方的に「能力不足」と言われ、納得がいかない―。男性会社員
からの相談です。

　2006年4月に施行された改正高年齢者雇用安定法（高齢法）は、すべての会社に段階的に65歳まで雇用を継続する措置を義務づけ
ました。多くの会社では、定年に達した社員をいったん退職させ、給与など処遇を見直したうえで雇用契約を結び直す「再雇用制度」を導
入していますが、相談者のように拒まれる事例も増えているようです。

　事業主には原則として、「採用の自由」が認められています。しかし、高齢法の目的は、公的年金の受給開始年齢の引き上げに伴う「高
齢者の安定雇用の確保」です。その趣旨に沿えば、誰を再雇用するかという基準は恣意(しい)的であってはなりませんし、ハードルを上
げすぎて該当者がほとんどいないという事態も避けるべきです。

　そのため、再雇用拒否の無効を争った最近の裁判では、「客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上も相当と認められない場合、解雇は
無効である」という解雇権の濫用を禁じる法理を類推適用し、拒否が許されるかどうかを判断した判例が複数出ています。

　今回の事例では、通常勤務できる能力を有するかどうかが再雇用の条件ということですが、例えば勤務評定が下位だからというだけでは
再雇用を拒む理由として不十分でしょう。能力不足と判断した人が社内でどんな立場にいるのか、公平性が担保されているのか、といった
点も重要です。

　再雇用後は1年ごとに期間雇用を更新する場合が多いようですが、65歳に達する前に雇い止めされて争った裁判でも、やはり解雇権の
濫用法理が類推適用され無効とされました。再雇用後の賃金を意図的に低く抑え、労働者の再雇用の希望をくじくようなやり方も許されま
せん。再雇用の拒否は限定的であるべきです。
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